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（
印
紙
税
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
四
十
条

こ
の
附
則
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
も
の
を
除
き
、
第
十
四
条
の
規
定
（
印
紙
税
法
別
表
第
一
第
十
号
の
課

税
物
件
欄
に
係
る
部
分
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）に
よ
る
改
正
後
の
印
紙
税
法（
次
項
に
お
い
て「
新

印
紙
税
法
」
と
い
う
。）別
表
第
一
第
十
号
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
に
作
成
さ
れ
る
同
号
に
掲
げ
る
保
険
証
券
に
係

る
印
紙
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に
作
成
さ
れ
る
同
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
印
紙
税
法
（
次
項
に
お
い

て
「
旧
印
紙
税
法
」
と
い
う
。）別
表
第
一
第
十
号
に
掲
げ
る
保
険
証
券
に
係
る
印
紙
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の

例
に
よ
る
。

２

施
行
日
か
ら
平
成
二
十
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
作
成
さ
れ
る
新
印
紙
税
法
別
表
第
一
第
十
号
に
掲
げ
る

保
険
証
券
で
あ
っ
て
施
行
日
の
前
日
に
作
成
さ
れ
た
と
し
た
な
ら
ば
旧
印
紙
税
法
別
表
第
一
第
十
号
に
掲
げ
る
保
険

証
券
に
該
当
し
な
い
こ
と
と
な
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
新
印
紙
税
法
別
表
第
一
第
十
号
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。

（
国
税
通
則
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
四
十
一
条

第
十
五
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
国
税
通
則
法
第
七
十
一
条
第
二
項
の
規
定
は
、
平
成
二
十
二
年
十

月
一
日
以
後
に
行
わ
れ
る
同
項
に
規
定
す
る
分
割
等
（
同
項
に
規
定
す
る
現
物
分
配
の
う
ち
、
残
余
財
産
の
分
配
に

あ
っ
て
は
同
日
以
後
の
解
散
に
よ
る
も
の
に
限
る
。）
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
行
わ
れ
た
第
十
五
条
の
規
定

に
よ
る
改
正
前
の
国
税
通
則
法
第
七
十
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
分
割
等
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
租
税
条
約
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
に
伴
う

経
過
措
置
）

第
四
十
二
条

平
成
二
十
二
年
九
月
三
十
日
以
前
に
解
散
（
合
併
に
よ
る
解
散
を
除
く
。）を
し
た
第
十
七
条
の
規
定
に

よ
る
改
正
前
の
租
税
条
約
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
第
七
条

第
一
項
に
規
定
す
る
内
国
法
人
の
清
算
所
得
に
つ
き
同
項
の
更
正
の
請
求
が
行
わ
れ
た
場
合
に
つ
い
て
は
、
な
お
従

前
の
例
に
よ
る
。

（
租
税
特
別
措
置
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
所
得
税
の
特
例
に
関
す
る
経
過
措
置
の
原
則
）

第
四
十
三
条

第
十
八
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
租
税
特
別
措
置
法
（
以
下
「
新
租
税
特
別
措
置
法
」
と
い
う
。）第

二
章
の
規
定
は
、
別
段
の
定
め
が
あ
る
も
の
を
除
く
ほ
か
、
平
成
二
十
二
年
分
以
後
の
所
得
税
に
つ
い
て
適
用
し
、

平
成
二
十
一
年
分
以
前
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
国
外
で
発
行
さ
れ
た
公
社
債
等
の
利
子
所
得
の
分
離
課
税
等
の
経
過
措
置
等
）

第
四
十
四
条

平
成
二
十
二
年
九
月
三
十
日
以
前
に
解
散
（
合
併
に
よ
る
解
散
及
び
十
月
旧
法
人
税
法
第
九
十
二
条
第

二
項
に
規
定
す
る
信
託
特
定
解
散
を
除
く
。）を
し
た
第
十
八
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法
（
以
下

附
則
第
百
三
十
条
ま
で
に
お
い
て
「
旧
租
税
特
別
措
置
法
」
と
い
う
。）第
三
条
の
三
第
五
項
、
第
六
条
第
三
項
（
同

条
第
十
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）、
第
八
条
の
三
第
五
項
、
第
九
条
の
二
第
四
項
、
第
四
十
一
条
の

九
第
四
項
及
び
第
四
十
一
条
の
十
二
第
四
項
に
規
定
す
る
内
国
法
人
に
対
す
る
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て

適
用
す
る
十
月
旧
法
人
税
法
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
勤
労
者
財
産
形
成
貯
蓄
契
約
に
基
づ
く
生
命
保
険
等
の
差
益
等
の
課
税
の
特
例
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
四
十
五
条

新
租
税
特
別
措
置
法
第
四
条
の
四
第
三
項
の
規
定
は
、
平
成
二
十
二
年
一
月
一
日
以
後
の
同
項
に
規
定

す
る
証
券
投
資
信
託
の
終
了
又
は
一
部
の
解
約
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
の
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
四
条
の
四
第

三
項
に
規
定
す
る
証
券
投
資
信
託
の
終
了
又
は
一
部
の
解
約
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
振
替
国
債
等
の
利
子
の
課
税
の
特
例
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
四
十
六
条

施
行
日
前
に
提
出
さ
れ
た
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
五
条
の
二
第
一
項
第
一
号
イ
に
規
定
す
る
振
替
国
債

非
課
税
適
用
申
告
書
又
は
同
項
第
二
号
イ
に
規
定
す
る
振
替
地
方
債
非
課
税
適
用
申
告
書
（
当
該
振
替
国
債
非
課
税

適
用
申
告
書
若
し
く
は
当
該
振
替
地
方
債
非
課
税
適
用
申
告
書
又
は
こ
れ
ら
に
つ
き
提
出
さ
れ
た
同
条
第
十
項
若
し

く
は
第
十
一
項
に
規
定
す
る
申
告
書
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
変
更
申
告
書
」
と
い
う
。）の
提
出
後
に
当
該
振
替

国
債
非
課
税
適
用
申
告
書
若
し
く
は
当
該
振
替
地
方
債
非
課
税
適
用
申
告
書
又
は
当
該
変
更
申
告
書
に
記
載
さ
れ
た

氏
名
若
し
く
は
名
称
又
は
同
条
第
一
項
第
一
号
イ
に
規
定
す
る
住
所
の
変
更
を
し
て
い
な
い
も
の
に
限
る
。）は
、
施

行
日
に
お
い
て
新
租
税
特
別
措
置
法
第
五
条
の
二
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
提
出
さ
れ
た
同
号
の
非
課
税
適
用

申
告
書
と
み
な
す
。

２

新
租
税
特
別
措
置
法
第
五
条
の
二
第
二
項
の
規
定
は
、
同
項
に
規
定
す
る
適
格
外
国
証
券
投
資
信
託
の
受
託
者
で

あ
る
非
居
住
者
又
は
外
国
法
人
が
支
払
を
受
け
る
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
振
替
国
債（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て「
振

替
国
債
」
と
い
う
。）又
は
同
項
に
規
定
す
る
振
替
地
方
債
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
振
替
地
方
債
」
と
い
う
。）の

利
子
の
う
ち
施
行
日
以
後
の
期
間
に
対
応
す
る
部
分
に
つ
い
て
適
用
し
、
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
五
条
の
二
第
二
項

に
規
定
す
る
適
格
外
国
証
券
投
資
信
託
の
受
託
者
で
あ
る
非
居
住
者
又
は
外
国
法
人
が
支
払
を
受
け
る
振
替
国
債
又

は
振
替
地
方
債
の
利
子
の
う
ち
施
行
日
前
の
期
間
に
対
応
す
る
部
分
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

３

施
行
日
前
に
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
五
条
の
二
第
五
項
第
四
号
の
規
定
に
よ
り
受
け
た
税
務
署
長
の
承
認
は
、
施

行
日
に
お
い
て
新
租
税
特
別
措
置
法
第
五
条
の
二
第
五
項
第
四
号
の
規
定
に
よ
り
受
け
た
国
税
庁
長
官
の
承
認
と
み

な
す
。

４

新
租
税
特
別
措
置
法
第
五
条
の
二
第
九
項
及
び
第
十
項
の
規
定
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
規
定
す
る
非
課
税
区
分
口

座
に
お
い
て
同
条
第
五
項
第
六
号
に
規
定
す
る
振
替
記
載
等
を
受
け
る
振
替
国
債
又
は
振
替
地
方
債
に
つ
き
支
払
を

受
け
る
利
子
で
そ
の
計
算
期
間
の
初
日
が
平
成
二
十
二
年
六
月
一
日
以
後
で
あ
る
も
の
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

５

新
租
税
特
別
措
置
法
第
五
条
の
二
第
十
五
項
及
び
第
十
九
項
か
ら
第
二
十
二
項
ま
で
の
規
定
は
、
そ
の
利
子
の
計

算
期
間
の
初
日
が
平
成
二
十
二
年
六
月
一
日
以
後
で
あ
る
振
替
国
債
又
は
振
替
地
方
債
に
つ
い
て
適
用
し
、
そ
の
利

子
の
計
算
期
間
の
初
日
が
平
成
二
十
二
年
六
月
一
日
前
で
あ
る
振
替
国
債
又
は
振
替
地
方
債
に
つ
い
て
は
、
な
お
従

前
の
例
に
よ
る
。

（
振
替
社
債
等
の
利
子
の
課
税
の
特
例
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
四
十
七
条

新
租
税
特
別
措
置
法
第
五
条
の
三
の
規
定
は
、
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
振
替
社
債
等
の
利
子
で

そ
の
計
算
期
間
の
初
日
が
平
成
二
十
二
年
六
月
一
日
以
後
で
あ
る
も
の
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

２

施
行
日
か
ら
平
成
二
十
二
年
五
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
新
租
税
特
別
措
置
法
第
五
条
の
三
第
四
項
第
五

号
及
び
第
六
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
第
五
号
中
「
条
約
そ
の
他
の
我
が
国
が
締
結
し
た
国
際
約
束
」

と
あ
る
の
は
「
条
約
」
と
、「
締
約
国
又
は
締
約
者
」
と
あ
る
の
は
「
締
約
国
」
と
、「
条
約
相
手
国
等
」
と
あ
る
の
は

「
条
約
相
手
国
」
と
、
同
項
第
六
号
中
「
条
約
相
手
国
等
」
と
あ
る
の
は
「
条
約
相
手
国
」
と
す
る
。

（
民
間
国
外
債
等
の
利
子
の
課
税
の
特
例
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
四
十
八
条

新
租
税
特
別
措
置
法
第
六
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
に
発
行
さ
れ
る
同
条

第
一
項
に
規
定
す
る
民
間
国
外
債
に
つ
き
支
払
を
受
け
る
利
子
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に
発
行
さ
れ
た
旧
租

税
特
別
措
置
法
第
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
一
般
民
間
国
外
債
に
つ
き
支
払
を
受
け
る
利
子
に
つ
い
て
は
、
な
お
従

前
の
例
に
よ
る
。

２

新
租
税
特
別
措
置
法
第
六
条
第
四
項
か
ら
第
十
項
ま
で
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
に
発
行
さ
れ
る
同
条
第
四
項
に

規
定
す
る
民
間
国
外
債
に
つ
き
支
払
を
受
け
る
利
子
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に
発
行
さ
れ
た
旧
租
税
特
別
措

置
法
第
六
条
第
四
項
に
規
定
す
る
一
般
民
間
国
外
債
に
つ
き
支
払
を
受
け
る
利
子
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に

よ
る
。

３

施
行
日
前
に
発
行
さ
れ
た
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
六
条
第
十
項
に
規
定
す
る
指
定
民
間
国
外
債
（
次
項
に
お
い
て

「
指
定
民
間
国
外
債
」
と
い
う
。）に
つ
き
支
払
を
受
け
る
利
子
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

４

施
行
日
か
ら
平
成
二
十
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
発
行
さ
れ
る
指
定
民
間
国
外
債
に
つ
き
支
払
を
受
け
る

利
子
に
つ
い
て
は
、
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
六
条（
第
十
項
か
ら
第
十
二
項
ま
で
に
係
る
部
分
に
限
る
。）の
規
定
は
、

な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
十
項
中
「
第
四
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
外
国
法

人
に
よ
り
発
行
さ
れ
た
」
と
あ
る
の
は
「
そ
の
利
子
の
額
が
当
該
指
定
民
間
国
外
債
の
発
行
を
す
る
者
又
は
当
該
発

行
を
す
る
者
の
特
殊
関
係
者
（
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
二
年
法
律
第
六
号
）
第
十
八
条

の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
租
税
特
別
措
置
法
第
六
条
第
四
項
に
規
定
す
る
特
殊
関
係
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お

い
て
同
じ
。）に
関
す
る
同
条
第
四
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
指
標
を
基
礎
と
し
て
算
出
さ
れ
る
」と
、「
利
子
に
」

と
あ
る
の
は
「
利
子
で
当
該
発
行
を
す
る
者
の
特
殊
関
係
者
で
な
い
も
の
が
受
け
る
も
の
に
」
と
す
る
。
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